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(57)【要約】　　　（修正有）
【課題】ホップ由来の好ましくない香気に対して、香気
が効果的に向上した植物原料液、飲料及びこれらに関す
る方法を提供する。
【解決手段】アルコール発酵を行うことなく、ホップ原
料を含む原料を使用して調製された第一の植物原料液に
バブリング処理を施して、第二の植物原料液を製造する
。前記第二の植物原料液を使用して飲料を製造する。バ
ブリング処理に用いるガスは酸素を実質的に含まない炭
酸ガス及び／又は不活性ガスを使用する。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　アルコール発酵を行うことなく、ホップ原料を含む原料を使用して調製された第一の植
物原料液にバブリング処理を施して、第二の植物原料液を製造すること
　を含む
　ことを特徴とする方法。
【請求項２】
　前記バブリング処理において、前記第一の植物原料液に、酸素を実質的に含まない気体
を吹き込む
　ことを特徴とする請求項１に記載の方法。
【請求項３】
　前記バブリング処理において、前記第一の植物原料液に、実質的に炭酸ガス及び／又は
不活性ガスからなる気体を吹き込む
　ことを特徴とする請求項１又は２に記載の方法。
【請求項４】
　前記第一の植物原料液に、０℃以上の温度で前記バブリング処理を施す
　ことを特徴とする請求項１乃至３のいずれかに記載の方法。
【請求項５】
　前記第一の植物原料液に、ゲージ圧５０ｋＰａ以下の圧力下で前記バブリング処理を施
す
　ことを特徴とする請求項１乃至４のいずれかに記載の方法。
【請求項６】
　前記バブリング処理によって前記第一の植物原料液の液面に形成された泡層の少なくと
も一部を除去することを含む
　ことを特徴とする請求項１乃至５のいずれかに記載の方法。
【請求項７】
　アルコール発酵を行うことなく、前記第二の植物原料液を使用して飲料を製造すること
を含む
　ことを特徴とする請求項１乃至６のいずれかに記載の方法。
【請求項８】
　前記飲料は、ノンアルコール飲料である
　ことを特徴とする請求項７に記載の方法。
【請求項９】
　飲料の製造に使用される植物原料液であって、
　請求項１乃至６のいずれかに記載の方法により製造された
　ことを特徴とする植物原料液。
【請求項１０】
　植物原料液を使用して製造される飲料であって、
　請求項７又は８に記載の方法により製造された
　ことを特徴とする飲料。
【請求項１１】
　飲料の製造に使用される植物原料液の香味を向上させる方法であって、
　アルコール発酵を行うことなく、ホップ原料を含む原料を使用して調製された植物原料
液にバブリング処理を施すことにより、前記バブリング処理を施す前に比べて、前記植物
原料液の香味を向上させる
　ことを特徴とする方法。
【請求項１２】
　植物原料液を使用して製造される飲料の香味を向上させる方法であって、
　アルコール発酵を行うことなく、ホップ原料を含む原料を使用して調製された第一の植
物原料液にバブリング処理を施すことにより製造された第二の植物原料液を使用すること
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により、前記第二の植物原料液に代えて前記バブリング処理が施されていない前記第一の
植物原料液を使用する場合に比べて、前記飲料の香味を向上させる
　ことを特徴とする方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、植物原料液、飲料及びこれらに関する方法に関し、特に、ホップ原料を使用
して製造される植物原料液及び飲料の香気の向上に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来、麦芽及びホップを使用して製造されるノンアルコール飲料が提案されている（例
えば、特許文献１）。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特許第４６１５０５８号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　しかしながら、従来、例えば、アルコール発酵を行うことなくホップを使用して製造さ
れた植物原料液、及びアルコール発酵を行うことなく当該植物原料液を使用して製造され
た飲料は、アルコール発酵を行って製造された植物原料液及び飲料に比べて、当該ホップ
に由来する好ましくない香気を強く有することとなっていた。
【０００５】
　本発明は、上記課題に鑑みて為されたものであり、香気が効果的に向上した植物原料液
、飲料及びこれらに関する方法を提供することをその目的の一つとする。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　上記課題を解決するための本発明の一実施形態に係る方法は、アルコール発酵を行うこ
となく、ホップ原料を含む原料を使用して調製された第一の植物原料液にバブリング処理
を施して、第二の植物原料液を製造することを含むことを特徴とする。本発明によれば、
香気が効果的に向上した植物原料液及び飲料を提供することができる。
【０００７】
　また、前記バブリング処理において、前記第一の植物原料液に、酸素を実質的に含まな
い気体を吹き込むこととしてもよい。また、前記バブリング処理において、前記第一の植
物原料液に、実質的に炭酸ガス及び／又は不活性ガスからなる気体を吹き込むこととして
もよい。
【０００８】
　また、前記方法においては、前記第一の植物原料液に、０℃以上の温度で前記バブリン
グ処理を施すこととしてもよい。また、前記方法においては、前記第一の植物原料液に、
ゲージ圧５０ｋＰａ以下の圧力下で前記バブリング処理を施すこととしてもよい。
【０００９】
　また、前記方法は、前記バブリング処理によって前記第一の植物原料液の液面に形成さ
れた泡層の少なくとも一部を除去することを含むこととしてもよい。また、前記方法は、
アルコール発酵を行うことなく、前記第二の植物原料液を使用して飲料を製造することを
含むこととしてもよい。この場合、前記飲料は、ノンアルコール飲料であることとしても
よい。
【００１０】
　上記課題を解決するための本発明の一実施形態に係る植物原料液は、飲料の製造に使用
される植物原料液であって、前記いずれかの方法により製造されたことを特徴とする。本
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発明によれば、香気が効果的に向上した植物原料液を提供することができる。
【００１１】
　上記課題を解決するための本発明の一実施形態に係る飲料は、植物原料液を使用して製
造される飲料であって、前記いずれかの方法により製造されたことを特徴とする。本発明
によれば、香気が効果的に向上した飲料を提供することができる。
【００１２】
　上記課題を解決するための本発明の一実施形態に係る方法は、飲料の製造に使用される
植物原料液の香味を向上させる方法であって、アルコール発酵を行うことなく、ホップ原
料を含む原料を使用して調製された植物原料液にバブリング処理を施すことにより、前記
バブリング処理を施す前に比べて、前記植物原料液の香味を向上させることを特徴とする
。本発明によれば、植物原料液の香気を効果的に向上させる方法を提供することができる
。
【００１３】
　上記課題を解決するための本発明の一実施形態に係る方法は、植物原料液を使用して製
造される飲料の香味を向上させる方法であって、アルコール発酵を行うことなく、ホップ
原料を含む原料を使用して調製された第一の植物原料液にバブリング処理を施すことによ
り製造された第二の植物原料液を使用することにより、前記第二の植物原料液に代えて前
記バブリング処理が施されていない前記第一の植物原料液を使用する場合に比べて、前記
飲料の香味を向上させることを特徴とする。本発明によれば、飲料の香気を効果的に向上
させる方法を提供することができる。
【発明の効果】
【００１４】
　本発明によれば、香気が効果的に向上した植物原料液、飲料及びこれらに関する方法を
提供することができる。
【図面の簡単な説明】
【００１５】
【図１】本発明の一実施形態に係るバブリング処理の一例を示す説明図である。
【図２】本発明の一実施形態に係る実施例１においてバブリング処理の前後でホップ原料
に由来する香気成分の含有量の変化を評価した結果の一例を示す説明図である。
【図３】本発明の一実施形態に係る実施例２においてバブリング処理の前後でホップ原料
に由来する香気成分の含有量の変化を評価した結果の一例を示す説明図である。
【発明を実施するための形態】
【００１６】
　以下に、本発明の一実施形態について説明する。なお、本発明は本実施形態に限られる
ものではない。
【００１７】
　本実施形態に係る方法（以下、「本方法」という。）は、例えば、アルコール発酵を行
うことなく、ホップ原料を含む原料を使用して調製された第一の植物原料液にバブリング
処理を施して、第二の植物原料液を製造することを含む。すなわち、本方法においては、
飲料の製造に使用される植物原料液として、第二の植物原料液を製造する。したがって、
本方法は、植物原料液の製造方法であるともいえる。
【００１８】
　バブリング処理の対象となる第一の植物原料液は、ホップ原料を使用して調製された植
物原料液であれば特に限られない。ホップ原料は、植物原料液又は飲料の製造に使用され
るものであれば特に限られないが、例えば、プレスホップ（乾燥させたホップの毬花を圧
縮して得られる）、ホップパウダー（乾燥させたホップの毬花を粉砕して得られる）、ホ
ップペレット（当該ホップパウダーをペレット状に圧縮成形して得られる）、及びホップ
抽出物（ホップを溶媒（例えば、水を含む溶媒）で抽出して得られる）からなる群より選
択される１種以上を使用することとしてもよい。
【００１９】
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　第一の植物原料液は、ホップ原料と他の植物原料とを含む原料を使用して調製されるこ
ととしてもよい。他の植物原料は、植物原料液又は飲料の製造に使用されるものであれば
特に限られないが、例えば、穀類（例えば、麦類、米類及びとうもろこしからなる群より
選択される１種以上）、豆類及びいも類からなる群より選択される１種以上であることと
してもよい。この場合、他の植物原料は、発芽させたものであることとしてもよく、発芽
させていないものであることとしてもよく、発芽させたものと発芽させていないものとを
含むこととしてもよい。
【００２０】
　第一の植物原料液は、ホップ原料と麦類とを含む原料を使用して調製されることとして
もよい。麦類は、植物原料液又は飲料の製造に使用されるものであれば特に限られないが
、例えば、大麦、小麦、ライ麦及び燕麦からなる群より選択される１種以上であることと
してもよい。この場合も、麦類は、発芽させた麦類であることとしてもよく、発芽させて
いない麦類であることとしてもよく、発芽させた麦類と発芽させていない麦類とを含むこ
ととしてもよい。
【００２１】
　第一の植物原料液は、ホップ原料と発芽させた麦類（麦芽）とを含む原料を使用して調
製されることとしてもよい。麦芽は、麦類を発芽させたものであれば特に限られないが、
例えば、大麦麦芽及び／又は小麦麦芽が好ましく使用される。
【００２２】
　第一の植物原料液が、ホップ原料と麦芽とを含む原料を使用して調製される場合、例え
ば、当該麦芽は、麦芽エキスを含むこととしてもよい。麦芽エキスは、麦芽から、糖分及
び窒素分を含むエキス分を抽出することにより得られる。麦芽エキスとしては、市販の麦
芽エキスを使用することとしてもよい。
【００２３】
　第一の植物原料液は、ホップ原料のみを使用して調製されることとしてもよい。この場
合、第一の植物原料液は、ホップ抽出液であることとしてもよい。ホップ抽出液は、例え
ば、ホップを溶媒（例えば、水を含む溶媒）で抽出することにより得られる。
【００２４】
　第一の植物原料液は、ホップ原料と、上述した植物原料と、さらに他の原料とを含む原
料を使用して調製されることとしてもよい。他の原料は、植物原料液又は飲料の製造に使
用されるものであれば特に限られないが、例えば、糖類、食物繊維、酸味料、色素、香料
、甘味料及び苦味料からなる群より選択される１種以上であることとしてもよい。
【００２５】
　第一の植物原料液の原料に含まれるホップ原料の量（重量％）は特に限られないが、当
該第一の植物原料液は、例えば、０．０１重量％～１００重量％のホップ原料を含む原料
を使用して調製されることとしてもよい。
【００２６】
　第一の植物原料液は、例えば、０．０１重量％～１０重量％のホップ原料と０．０１重
量％～５０重量％の上述した他の植物原料とを含む原料を使用して調製されることとして
もよい。この場合、第一の植物原料液は、例えば、０．０１重量％～１重量％のホップ原
料と５重量％～３０重量％の上述した麦類とを含む原料を使用して調製されることとして
もよい。また、第一の植物原料液は、０．０１重量％～１重量％のホップ原料と、５重量
％～３０重量％の上述した植物原料と、０．００１重量％～５０重量％のさらに他の原料
とを含む原料を使用して調製されることとしてもよい。
【００２７】
　第一の植物原料液は、ホップ原料を含む原料と水とを混合して調製される。第一の植物
原料液は、ホップ原料を含む原料を使用して、糖化を行って調製されることとしてもよい
。すなわち、例えば、第一の植物原料液が、ホップ原料と麦芽とを含む原料を使用して調
製される場合、当該第一の植物原料液は、糖化を行って調製されることとしてもよい。具
体的に、この場合、第一の植物原料液は、例えば、麦芽と水とを混合し、得られた混合液
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の糖化を行うことにより調製される。糖化は、例えば、麦芽と水とを含む混合液を、当該
麦芽に含まれる消化酵素（例えば、デンプン分解酵素、タンパク質分解酵素）が働く温度
（例えば、３０～８０℃）に維持することにより行う。
【００２８】
　第一の植物原料液は、ホップ原料を含む原料を使用し、当該ホップ原料と水とを含む混
合液を煮沸して調製されることとしてもよい。また、第一の植物原料液は、ホップ原料を
含む原料を使用し、糖化を行い、その後、当該ホップ原料と水とを含む混合液を煮沸して
調製されることとしてもよい。この場合、第一の植物原料液は、ホップ原料と麦芽とを含
む原料を使用し、当該麦芽と水とを含む混合液の糖化を行い、その後、さらに当該ホップ
原料を含む当該混合液を煮沸して調製されることとしてもよい。
【００２９】
　第一の植物原料液は、アルコール発酵を行うことなく調製される。ここで、アルコール
発酵とは、例えば、第一の植物原料液に酵母を添加して行うアルコール発酵である。この
ため、第一の植物原料液は、例えば、酵母を含まないこととしてもよい。この場合、第一
の植物原料液は、例えば、アルコール発酵を行う生きた酵母を含まない。
【００３０】
　第一の植物原料液は、エタノールを実質的に含有しないこととしてもよい。この場合、
第一の植物原料液のエタノール含有量は、例えば、１体積％未満であることとしてもよく
、０．０５体積％未満であることとしてもよく、０．００５体積％未満であることとして
もよい。
【００３１】
　なお、本方法は、上述のようにして第一の植物原料液を調製することを含んでもよいし
、当該第一の植物原料液を調製することを含まないこととしてもよい。本方法が第一の植
物原料液を調製することを含まない場合、本方法では、まず、予め調製された第一の植物
原料液を用意し、次いで、当該第一の植物原料液にバブリング処理を施す。
【００３２】
　バブリング処理においては、第一の植物原料液に気体を吹き込む。すなわち、本方法に
おいては、アルコール発酵を行うことなく、第一の植物原料液に気体を吹き込むバブリン
グ処理を行って、第二の植物原料液を製造する。
【００３３】
　ここで、図１には、バブリング処理の一例を示す。バブリング処理においては、図１に
示すように、第一の植物原料液Ｌ中に泡Ｂ（bubble）が形成されるように、当該第一の植
物原料液Ｌに気体を吹き込む。
【００３４】
　図１に示す例では、容器Ｖに接続され第一の植物原料液Ｌ中で当該容器Ｖの内壁に開口
する配管Ｐから、当該第一の植物原料液Ｌ中に気体を吹き込んでいる。第一の植物原料液
Ｌ中に形成された泡Ｂは、浮力によって上昇し、当該第一の植物原料液Ｌの液面Ｓで破裂
する。
【００３５】
　第一の植物原料液に吹き込む気体は、バブリング処理による効果が得られるものであれ
ば特に限られないが、例えば、バブリング処理においては、第一の植物原料液に、酸素を
実質的に含まない気体を吹き込むこととしてもよい。すなわち、この場合、アルコール発
酵を行うことなく、第一の植物原料液に酸素を実質的に含まない気体を吹き込むバブリン
グ処理を行って、第二の植物原料液を製造する。
【００３６】
　酸素を実質的に含まない気体は、例えば、酸素の含有量が５体積％以下（０体積％～５
体積％）の気体であることとしてもよく、酸素の含有量が１体積％以下（０体積％～１体
積％）の気体であることとしてもよく、酸素の含有量が０．１体積％以下（０体積％～０
．１体積％）の気体であることとしてもよい。
【００３７】
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　また、バブリング処理においては、第一の植物原料液に、実質的に炭酸ガス及び／又は
不活性ガスからなる気体を吹き込むこととしてもよい。すなわち、この場合、アルコール
発酵を行うことなく、第一の植物原料液に実質的に炭酸ガス及び／又は不活性ガスからな
気体を吹き込むバブリング処理を行って、第二の植物原料液を製造する。
【００３８】
　実質的に炭酸ガス及び／又は不活性ガスからなる気体は、炭酸ガス及び／又は不活性ガ
スの含有量（気体が実質的に炭酸ガス及び不活性ガスからなる場合、当該炭酸ガスの含有
量と当該不活性ガスの含有量との合計）が９５体積％以上（９５体積％～１００体積％）
の気体であることとしてもよく、炭酸ガス及び／又は不活性ガスの含有量が９９．９体積
％以上（９９．９体積％～１００体積％）の気体であることとしてもよい。
【００３９】
　また、バブリング処理においては、第一の植物原料液に、酸素を実質的に含まない、実
質的に炭酸ガス及び／又は不活性ガスからなる気体を吹き込むこととしてもよい。すなわ
ち、この場合、アルコール発酵を行うことなく、第一の植物原料液に酸素を実質的に含ま
ない、実質的に炭酸ガス及び／又は不活性ガスからな気体を吹き込むバブリング処理を行
って、第二の植物原料液を製造する。
【００４０】
　また、本方法においては、例えば、第一の植物原料液に、０℃以上の温度でバブリング
処理を施すこととしてもよい。この場合、バブリング処理を行う温度は、例えば、１℃以
上であることとしてもよく、２℃以上であることとしてもよく、３℃以上であることとし
てもよく、４℃以上であることとしてもよく、５℃以上であることとしてもよい。より具
体的に、バブリング処理は、例えば、０℃以上、３０℃以下の温度で行うこととしてもよ
く、１℃以上、３０℃以下の温度で行うこととしてもよく、２℃以上、３０℃以下の温度
で行うこととしてもよく、３℃以上、３０℃以下の温度で行うこととしてもよく、４℃以
上、３０℃以下の温度で行うこととしてもよく、５℃以上、３０℃以下の温度で行うこと
としてもよい。また、これらの場合、バブリング処理は、２５℃以下の温度で行うことと
してもよく、１０℃以下の温度で行うこととしてもよい。
【００４１】
　また、本方法においては、例えば、第一の植物原料液に、ゲージ圧（絶対圧力から大気
圧を減じて算出される圧力）５０ｋＰａ以下の圧力下でバブリング処理を施すこととして
もよい。この場合、バブリング処理は、例えば、ゲージ圧４０ｋＰａ（大気圧＋４０ｋＰ
ａ）以下の圧力下で行うこととしてもよく、ゲージ圧３０ｋＰａ以下の圧力下で行うこと
としてもよく、ゲージ圧２０ｋＰａ以下の圧力下で行うこととしてもよく、ゲージ圧１５
ｋＰａ以下の圧力下で行うこととしてもよい。より具体的に、バブリング処理は、例えば
、ゲージ圧０ｋＰａ（大気圧）以上、５０ｋＰａ以下の圧力下で行うこととしてもよく、
ゲージ圧０ｋＰａ以上、４０ｋＰａ以下の圧力下で行うこととしてもよく、ゲージ圧０ｋ
Ｐａ以上、３０ｋＰａ以下の圧力下で行うこととしてもよく、ゲージ圧０ｋＰａ以上、２
０ｋＰａ以下の圧力下で行うこととしてもよく、ゲージ圧０ｋＰａ以上、１５ｋＰａ以下
の圧力下で行うこととしてもよい。
【００４２】
　なお、このバブリング処理時の圧力は、当該バブリング処理中に第一の植物原料液が接
している気相の圧力（バブリング処理を行う雰囲気の圧力）である。すなわち、例えば、
図１に示す例のように、容器Ｖ内でバブリング処理を行う場合には、当該第一の植物原料
液の液面Ｓと接している気相Ｇの圧力（当該容器Ｖの空寸部の気圧）が上述した範囲内で
ある条件にてバブリング処理を行う。
【００４３】
　また、本方法は、バブリング処理によって第一の植物原料液の液面に形成された泡層の
少なくとも一部を除去することを含むこととしてもよい。すなわち、図１に示すように、
第一の植物原料液Ｌにバブリング処理を施すことにより、当該第一の植物原料液Ｌの液面
Ｓに泡（foam）の層Ｆが形成されることがある。そして、この場合、本方法においては、
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第一の植物原料液Ｌの液面Ｓに形成された泡層の一部又は全部を除去することとしてもよ
い。
【００４４】
　バブリング処理によって第一の植物原料液の液面に形成された泡層を除去する方法は、
当該泡層の一部又は全部を除去できるものであれば特に限られない。すなわち、例えば、
図１に示すような容器Ｖ内でバブリング処理を行う場合、当該容器Ｖに接続され当該容器
Ｖ内の気相Ｇに開口する除去用配管Ｄから、当該気相Ｇ中に形成されている泡層Ｆの少な
くとも一部を当該容器Ｖ外に除去することとしてもよい。
【００４５】
　また、例えば、図１に示すような容器Ｖ内でバブリング処理を行う場合、当該容器Ｖに
接続され当該容器Ｖ内の第一の植物原料液Ｌ中（当該容器Ｖの下部）に開口する回収用配
管Ｈから、バブリング処理後の当該第一の植物原料液Ｌを回収するとともに、当該第一の
植物原料液Ｌの液面Ｌに形成されていた泡層Ｆの少なくとも一部を回収せずに当該容器Ｖ
内に残し、当該第一の植物原料液Ｌの回収後、当該容器Ｖ内に残された当該泡層Ｆを除去
することとしてもよい。
【００４６】
　そして、本方法では、第二の植物原料液を製造する。すなわち、例えば、バブリング処
理後の第一の植物原料液を、そのまま第二の植物原料液として得ることとしてもよい。ま
た、例えば、バブリング処理後の第一の植物原料液と、他の原料とを混合して、第二の植
物原料液を得ることとしてもよい。この場合、他の原料は、植物原料液又は飲料の製造に
使用されるものであれば特に限られないが、例えば、糖類、食物繊維、酸味料、色素、香
料、甘味料及び苦味料からなる群より選択される１種以上であることとしてもよい。また
、例えば、バブリング処理後の第一の植物原料液を濃縮又は希釈して、第二の植物原料液
を得ることとしてもよい。
【００４７】
　また、本方法においては、例えば、第一の植物原料液に加熱処理を施すことなく、当該
第一の植物原料液にバブリング処理を施して、第二の植物原料液を製造することとしても
よい。すなわち、この場合、例えば、ホップ原料を含む原料を使用し当該ホップ原料と水
とを含む混合液を煮沸して調製された第一の植物原料液に、その後は加熱処理を施すこと
なく、当該第一の植物原料液にバブリング処理を施して、第二の植物原料液を製造するこ
ととしてもよい。
【００４８】
　この加熱処理は、例えば、殺菌用の加熱処理であることとしてもよい。また、例えば、
第一の植物原料液に８０℃以上の加熱処理を施すことなく、当該第一の植物原料液にバブ
リング処理を施して、第二の植物原料液を製造することとしてもよい。この場合、第一の
植物原料液に６５℃以上の加熱処理を施さないこととしてもよく、第一の植物原料液に５
０℃以上の加熱処理を施さないこととしてもよく、第一の植物原料液に４０℃以上の加熱
処理を施さないこととしてもよく、第一の植物原料液に３０℃以上の加熱処理を施さない
こととしてもよい。
【００４９】
　本方法において、第二の植物原料液は、アルコール発酵を行うことなく製造される。す
なわち、ホップ原料を含む原料を使用してアルコール発酵を行うことなく調製された第一
の植物原料液に、アルコール発酵を行うことなくバブリング処理を施して、アルコール発
酵を行うことなく第二の植物原料液を製造するこのため、第二の植物原料液は、例えば、
酵母を含まないこととしてもよい。この場合、第二の植物原料液は、例えば、アルコール
発酵を行う生きた酵母を含まない。
【００５０】
　第二の植物原料液は、エタノールを実質的に含有しないこととしてもよい。この場合、
第二の原料液のエタノール含有量は、例えば、１体積％未満であることとしてもよく、０
．０５体積％未満であることとしてもよく、０．００５体積％未満であることとしてもよ
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い。
【００５１】
　また、本方法は、アルコール発酵を行うことなく、第二の植物原料液を使用して飲料を
製造することを含むこととしてもよい。すなわち、この場合、本方法においては、上述の
ようにして製造された第二の植物原料液を使用して、飲料を製造する。したがって、この
場合、本方法は、飲料の製造方法であるともいえる。
【００５２】
　具体的に、本方法においては、例えば、上述のようにして製造された第二の植物原料液
と、他の原料とを混合して、飲料を製造する。この場合、他の原料は、飲料の製造に使用
されるものであれば特に限られないが、例えば、糖類、食物繊維、酸味料、色素、香料、
甘味料及び苦味料からなる群より選択される１種以上であることとしてもよい。また、第
二の植物原料液を濃縮又は希釈して、飲料を製造することとしてもよい。
【００５３】
　また、本方法においては、例えば、第二の植物原料液に加熱処理を施すことなく、当該
第二の植物原料液を使用して、飲料を製造することとしてもよい。すなわち、この場合、
本方法は、例えば、第一の植物原料液にバブリング処理を施して第二の植物原料液を製造
することと、その後、当該第二の植物原料液に加熱処理を施すことなく、当該第二の植物
原料液を使用して、飲料を製造することとを含むこととしてもよい。
【００５４】
　また、本方法は、例えば、上述したように、第一の植物原料液に加熱処理を施すことな
く、当該第一の植物原料液にバブリング処理を施して、第二の植物原料液を製造すること
と、その後、当該第二の植物原料液に加熱処理を施すことなく、当該第二の植物原料液を
使用して、飲料を製造することとを含むこととしてもよい。
【００５５】
　これらの場合、加熱処理は、例えば、殺菌用の加熱処理であることとしてもよい。また
、例えば、第二の植物原料液に８０℃以上の加熱処理を施すことなく、当該第二の植物原
料液を使用して、飲料を製造することとしてもよい。この場合、第二の植物原料液に６５
℃以上の加熱処理を施さないこととしてもよく、第二の植物原料液に５０℃以上の加熱処
理を施さないこととしてもよく、第二の植物原料液に４０℃以上の加熱処理を施さないこ
ととしてもよく、第二の植物原料液に３０℃以上の加熱処理を施さないこととしてもよい
。
【００５６】
　本方法において製造する飲料は、上述した第二の植物原料液を使用して製造されるもの
であれば特に限られないが、当該飲料は、例えば、ノンアルコール飲料であることとして
もよい。すなわち、本方法は、ノンアルコール飲料の製造方法であることとしてもよい。
【００５７】
　ノンアルコール飲料は、エタノールの含有量が１体積％未満の飲料である。ノンアルコ
ール飲料のエタノール含有量は、１体積％未満であれば特に限られないが、例えば、０．
５体積％未満であることとしてもよく、０．０５体積％未満であることとしてもよく、０
．００５体積％未満であることとしてもよい。
【００５８】
　また、飲料は、アルコール飲料であることとしてもよい。アルコール飲料は、エタノー
ル含有量が１体積％以上の飲料である。アルコール飲料のエタノール含有量は、例えば、
１～２０体積％であることとしてもよい。アルコール発酵を行うことなくアルコール飲料
を製造する方法は、特に限られないが、当該アルコール飲料は、例えば、エタノール含有
量が、１体積％未満、０．５体積％未満、０．０５体積％未満、又は０．００５体積％未
満である第二の植物原料液にエタノールを添加して製造することとしてもよい。
【００５９】
　また、飲料は、発泡性飲料であることとしてもよい。発泡性飲料は、泡立ち特性及び泡
持ち特性を含む泡特性を有する飲料である。すなわち、発泡性飲料は、例えば、炭酸ガス
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を含有する飲料であって、グラス等の容器に注いだ際に液面上部に泡の層が形成される泡
立ち特性と、その形成された泡が一定時間以上保たれる泡持ち特性とを有する飲料である
。
【００６０】
　また、飲料は、発泡性ノンアルコール飲料であることとしてもよい。また、飲料は、発
泡性アルコール飲料であることとしてもよい。発泡性ノンアルコール飲料及び発泡性アル
コール飲料は、それぞれ上述した泡立ち特性及び泡持ち特性を含む泡特性を有するノンア
ルコール飲料及びアルコール飲料である。
【００６１】
　なお、アルコール発酵を行うことなく飲料に発泡性を付与する方法は、特に限られない
が、例えば、植物原料液と炭酸ガスとを接触させる方法（いわゆるガス付け（ｃａｒｂｏ
ｎａｔｉｏｎ））及び／又は植物原料液と炭酸水とを混合する方法を使用することとして
もよい。
【００６２】
　本方法によれば、香気が効果的に向上した植物原料液及び飲料を製造することができる
。すなわち、本方法によれば、ホップに由来する好ましくない香気が効果的に低減された
植物原料液及び飲料を製造することができる。
【００６３】
　ここで、例えば、ホップ原料を含む原料を使用して調製した植物原料液に酵母を添加し
てアルコール発酵を行う場合には、当該アルコール発酵によって、当該アルコール発酵後
の植物原料液、及び当該アルコール発酵後の植物原料液を使用して製造される飲料におい
て、当該ホップに由来する好ましくない香気が低減される。
【００６４】
　これに対し、アルコール発酵を行うことなくホップ原料を含む原料を使用して製造され
た植物原料液、及びアルコール発酵を行うことなく当該植物原料液を使用して製造された
飲料は、アルコール発酵を行って製造された植物原料液及び飲料に比べて、当該ホップに
由来する好ましくない香気を強く有することとなる。
【００６５】
　そこで、本発明の発明者らは、アルコール発酵を行うことなくホップ原料を含む原料を
使用して製造される植物原料液及び飲料が有する、当該ホップに由来する好ましくない香
気を低減する技術的手段について鋭意検討を重ねた結果、当該植物原料液に、上述したよ
うなバブリング処理を施すことにより、当該好ましくない香気を効果的に低減できること
を独自に見出した。
【００６６】
　具体的に、例えば、植物原料液にバブリング処理を施すことによって、当該植物原料液
における、ホップに由来する青臭の成分の含有量を効果的に低減することができる。ホッ
プに由来する青臭の成分は、例えば、テルペン類である。ホップに由来するテルペン類は
、例えば、ミルセン及び／又はフムレンである。
【００６７】
　また、本方法によれば、ホップに由来する好ましくない香気が効果的に低減され、且つ
当該ホップに由来する好ましい香気が効果的に維持された植物原料液及び飲料を製造する
ことができる。すなわち、本方法によれば、ホップに由来する香気のうち、当該ホップに
由来する好ましくない香気が選択的に低減された植物原料液及び飲料を製造することがで
きる。
【００６８】
　具体的に、例えば、植物原料液にバブリング処理を施すことによって、当該植物原料液
における、ホップに由来するフルーティ、シトラス、フローラル等の香りの成分の含有量
を効果的に維持しつつ、当該ホップに由来する青臭の成分の含有量を効果的に低減するこ
とができる。ホップに由来する柑橘系の香りの成分は、例えば、モノテルペンアルコール
である。ホップに由来するモノテルペンアルコールは、例えば、リナロールである。
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【００６９】
　したがって、本方法は、例えば、飲料の製造に使用される植物原料液の香味を向上させ
る方法であって、アルコール発酵を行うことなく、ホップ原料を含む原料を使用して調製
された植物原料液にバブリング処理を施すことにより、当該バブリング処理を施す前に比
べて、当該植物原料液の香味を向上させる方法であることとしてもよい。
【００７０】
　また、本方法は、例えば、植物原料液を使用して製造される飲料の香味を向上させる方
法であって、アルコール発酵を行うことなく、ホップ原料を含む原料を使用して調製され
た第一の植物原料液にバブリング処理を施すことにより製造された第二の植物原料液を使
用することにより、当該第二の植物原料液に代えて当該バブリング処理が施されていない
当該第一の植物原料液を使用する場合に比べて、当該飲料の香味を向上させる方法である
こととしてもよい。
【００７１】
　バブリング処理によってホップに由来する好ましくない香気が低減されるメカニズムは
明らかではないが、例えば、当該バブリング処理によって、植物原料液に含まれる、当該
好ましくない香気の成分が効果的に揮発することが考えられる。
【００７２】
　すなわち、例えば、当該植物原料液に含まれる、ホップに由来する好ましくない香気の
成分が、気体の吹き込みによって植物原料液中に形成された泡とともに当該植物原料液の
液面に上昇し、当該泡の破裂によって当該液面と接する気相中に拡散することが考えられ
る。
【００７３】
　そこで、バブリング処理を行う温度は、植物原料液に発泡性を付与し又は高める目的で
当該植物原料液に炭酸ガスを溶解させる場合（いわゆるガス付けの場合）に好ましく採用
される温度より高い温度、例えば、上述した範囲の温度であることとしてもよい。
【００７４】
　また、バブリング処理を行う雰囲気の圧力（例えば、タンク等の容器内の気相の圧力）
は、上述の植物原料液に炭酸ガスを溶解させる場合に好ましく採用される圧力に比べて低
い圧力、例えば、上述した範囲の圧力であることとしてもよい。
【００７５】
　また、上述したように、バブリング処理によって第一の植物原料液の液面に形成された
泡層の少なくとも一部を除去することで、ホップに由来する好ましくない香気をより効果
的に低減することができる。すなわち、この場合、第一の植物原料液の液面に形成された
泡層に含まれる、ホップに由来する好ましくない香気の成分を効果的に除去することがで
きる。
【００７６】
　次に、本実施形態に係る具体的な実施例について説明する。
【実施例１】
【００７７】
［第一の植物原料液の調製］
　アルコール発酵を行うことなく、ホップ原料（具体的には、ホップ原料及び麦芽を含む
原料）を含む原料を使用して、第一の植物原料液を調製した。具体的に、粉砕した大麦麦
芽に５０℃の湯を加え、得られた混合液を６５℃で維持することにより、糖化を行った。
その後、煮沸及びホップ原料（プレスホップ及びホップ抽出物）の添加を行い、麦汁であ
る第一の植物原料液を調製した。なお、第一の植物原料液のエタノール含有量は、０．０
０５体積％未満であった。
【００７８】
［第二の植物原料液の製造］
　アルコール発酵を行うことなく、上述のようにして調製した第一の植物原料液にバブリ
ング処理を施して、第二の植物原料液を製造した。具体的に、まず、容積１０Ｌの樹脂製
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容器に、８Ｌの第一の植物原料液を入れた。
【００７９】
　次いで、容器内の第一の植物原料液中に、一方端がガスボンベと接続されたガス不透過
性の樹脂製チューブの他方端を浸漬した。さらに、このチューブを介して、ガスボンベ内
の気体を４００Ｌ／ｍｉｎの流量で第一の植物原料液中に吹き込むことにより、バブリン
グ処理を行った。バブリング処理は、約１５℃の温度、大気圧（ゲージ圧０ｋＰａ）（容
器内の気相の圧力）下で、２０時間行った。
【００８０】
　ガスボンベとしては、炭酸ガスボンベ又は窒素ガスボンベを使用した。すなわち、第一
の植物原料液に炭酸ガス又は窒素ガスを吹き込むバブリング処理を行った。使用した炭酸
ガスは、酸素を実質的に含まず実質的に炭酸ガスからなる気体（炭酸ガス９９．９８体積
％以上、酸素ガス０．０１体積％以下）であった。使用した窒素ガスは、酸素を実質的に
含まず実質的に窒素ガスからなる気体（窒素ガス９９．９９体積％以上、酸素ガス０．０
１体積％以下）であった。
【００８１】
　第一の植物原料液中に吹き込まれた気体は、当該第一の植物原料液中で連続的に泡を形
成し、当該泡は当該第一の植物原料液中を上昇し、当該第一の植物原料液の液面で破裂し
た。バブリング処理によって、容器内の第一の植物原料液の液面には、泡の層が形成され
た。
【００８２】
　このようなバブリング処理が施された第一の植物原料液を、そのまま第二の植物原料液
として得た。なお、第二の植物原料液のエタノール含有量は、０．００５体積％未満であ
った。
【００８３】
［ホップ由来成分の分析］
　バブリング処理が施される前の第一の植物原料液、当該第一の植物原料液に炭酸ガスを
使用したバブリング処理を施して製造された第二の植物原料液、及び当該第一の植物原料
液に窒素ガスを使用したバブリング処理を施して製造された第二の植物原料液のそれぞれ
について、ガスクロマトグラフィー／質量分析（ＧＣ／ＭＳ）装置を使用して、ホップ由
来成分であるフムレン、ミルセン及びリナロールの含有量を測定した。なお、フムレン及
びミルセンは、ホップに由来する青臭の成分として知られている。また、リナロールは、
ホップに由来する柑橘系の香りの成分として知られている。
【００８４】
［結果］
　図２には、ホップ由来成分の分析結果を示す。図２において、横軸は測定されたホップ
由来成分の種類を、縦軸はホップ由来成分の含有量（ｐｐｂ）を、白抜き棒グラフはバブ
リング処理が施される前の第一の植物原料液の結果（バブリング処理前）を、黒塗り棒グ
ラフは炭酸ガスを使用したバブリング処理により製造された第二の植物原料液の結果（バ
ブリング処理後（ＣＯ２））を、ハッチング棒グラフは窒素ガスを使用したバブリング処
理により製造された第二の植物原料液の結果（バブリング処理後（Ｎ２））をそれぞれ示
す。
【００８５】
　図２に示すように、炭酸ガス及び窒素ガスのいずれを使用した場合でも、第二の植物原
料液のフムレン及びミルセンの含有量は、バブリング処理前の第一の植物原料液のそれよ
り顕著に小さかった。すなわち、バブリング処理によって、植物原料液における、ホップ
に由来する好ましくない香気の成分の含有量が効果的に低減された。
【００８６】
　一方、図２に示すように、炭酸ガス及び窒素ガスのいずれを使用した場合でも、第二の
植物原料液のリナロールの含有量は、バブリング処理前の第一の植物原料液のそれと同等
であった。すなわち、バブリング処理後も、植物原料液における、ホップに由来する好ま
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しい香気の成分の含有量は効果的に維持された。
【００８７】
　このように、第一の植物原料液にバブリング処理を施すことにより、当該バブリング処
理が施される前の第一の植物原料液に比べて、ホップに由来する香気成分のうち、ホップ
に由来する好ましくない香気成分の含有量が選択的に低減された。
【００８８】
　すなわち、第一の植物原料液にバブリング処理を施すことにより、当該バブリング処理
が施される前の第一の植物原料液に比べて、ホップに由来する好ましくない香気成分の含
有量が効果的に低減され、且つホップに由来する好ましい香気成分の含有量が効果的に維
持された第二の植物原料液を製造できた。
【００８９】
　なお、アルコール発酵を行うことなく、このような第二の植物原料液を使用することに
より、当該第二の植物原料液と同様、ホップに由来する好ましくない香気成分の含有量が
効果的に低減された飲料（例えば、ノンアルコール飲料）を製造することができる。
【実施例２】
【００９０】
［第二の植物原料液の製造及びホップ由来成分の分析］
　アルコール発酵を行うことなく、上述の実施例１において調製した第一の植物原料液に
バブリング処理を施して、第二の植物原料液を製造した。具体的に、まず、容積３３０ｋ
Ｌのステンレス製タンクに、９０ｋＬの第一の植物原料液を入れた。
【００９１】
　次いで、タンクに接続され第一の植物原料液中で当該タンクの内壁に開口する配管から
、当該第一の植物原料液中に、６５ｔ／ｈｒの流量で、上述の実施例１で使用した炭酸ガ
スを吹き込むことにより、バブリング処理を行った。
【００９２】
　バブリング処理は、１℃の温度、ゲージ圧１０ｋＰａ（大気圧＋１０ｋＰａ）の圧力（
タンクの空寸部における気相の圧力）下で、１１時間行った。上述の実施例１と同様、バ
ブリング処理によって、タンク内の植物原料液の液面には、泡の層が形成された。なお、
本実施例においては、好ましくない微生物の繁殖の可能性を低減するため、１℃という比
較的低い温度でバブリング処理を行ったが、バブリング処理は、上述のとおり、２℃以上
等、より高い温度で行うことが好ましい。
【００９３】
　そして、上述の実施例１と同様、バブリング処理が施される前の第一の植物原料液、及
び当該第一の植物原料液に炭酸ガスを使用したバブリング処理を施して製造された第二の
植物原料液のそれぞれについて、ガスクロマトグラフィー／質量分析（ＧＣ／ＭＳ）装置
を使用して、ホップ由来成分であるフムレン、ミルセン及びリナロールの含有量を測定し
た。
【００９４】
［結果］
　図３には、ホップ由来成分の分析結果を示す。図３に示すように、上述の実施例１と同
様、第二の植物原料液のフムレン及びミルセンの含有量は、バブリング処理前の第一の植
物原料液のそれより顕著に小さく、当該第二の植物原料液のリナロールの含有量は、バブ
リング処理前の当該第一の植物原料液のそれと同等であった。
【００９５】
　すなわち、第一の植物原料液にバブリング処理を施すことにより、当該バブリング処理
が施される前の第一の植物原料液に比べて、ホップに由来する好ましくない香気成分の含
有量が効果的に低減され、且つホップに由来する好ましい香気成分の含有量が効果的に維
持された第二の植物原料液を製造できた。
【実施例３】
【００９６】
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　ホップに由来する青臭の成分の一つであるミルセンについて、官能検査を行った。すな
わち、まず、アルコール発酵を行うことなく、ホップ原料を含む原料（具体的には、ホッ
プ原料及び麦芽を含む原料）を使用して調製された植物原料液を使用して、発泡性ノンア
ルコール飲料（エタノール含有量は０．００５体積％未満）を製造した。
【００９７】
　次いで、この発泡性ノンアルコール飲料に、市販の精製されたミルセンを４０ｐｐｂ、
３００ｐｐｂ又は１０００ｐｐｂ添加し、ミルセンが異なる濃度で外的に添加された３種
類の発泡性ノンアルコール飲料を得た。
【００９８】
　そして、この３種類の発泡性ノンアルコール飲料と、ミルセンが外的に添加されていな
い発泡性ノンアルコール飲料（ミルセンを添加する前の発泡性ノンアルコール飲料）との
それぞれについて、熟練したパネリスト１４人による官能検査を行った。
【００９９】
　その結果、ミルセンが外的に添加された発泡性ノンアルコール飲料については、ミルセ
ンが外的に添加されていない発泡性ノンアルコール飲料に比べて、ホップに由来する青臭
が強く、また、外的に添加されたミルセンの濃度が大きくなるにつれて、当該青臭が強く
なるという評価が得られた。すなわち、ミルセンがホップに由来する青臭の原因成分の一
つであることが確認された。
【符号の説明】
【０１００】
　Ｂ　植物原料液中に形成された泡、Ｄ　除去用配管、Ｆ　植物原料液の液面に形成され
た泡層、Ｇ　容器内の気相、Ｈ　回収用配管、Ｌ　植物原料液、Ｐ　気体吹き込み用配管
、Ｓ　植物原料液の液面、Ｖ　容器。

【図１】 【図２】

【図３】


	biblio-graphic-data
	abstract
	claims
	description
	drawings

